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研究要旨 公衆衛生医師の育成及び確保における自治体と大学連携の在り方を検討していくうえ

で、現状を把握することを目的として、保健所設置自治体を対象として大学連携に関する調査を

行った。①大学連携による公衆衛生医師派遣や医師の人事交流を実施しているのは 7 都道府県

（17.0%）、②大学との協働による公衆衛生医師の育成・教育の機会の提供を行っている自治体は、

4 都道府県（9.8%）のみであった。しかしながら、「今後、行う予定」「検討中」との回答が、①

医師派遣・人事交流に関しては 13 都道府県（31.7%）、②育成・教育に関しては 28 都道府県（68.3%）

におよび、社会医学系専門医の創設もあり、今後、自治体と大学の連携が進むことが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

本年度より、新たに創設された社会医学系専

門医の研修プログラム 1)においては、医育機関

である大学が基幹施設となっている自治体も

あり、今後、大学（医学部）と連携した公衆衛

生医師の育成及び確保が期待されている。公衆

衛生医師の育成及び確保における自治体と大

学連携の在り方を検討していくうえで、現状を

把握することを目的として、保健所設置自治体

を対象として大学連携に関する調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

① 対 象：保健所設置 142 自治体（都道府

県 47、政令指定都市 20、中核市 45、政

令で定める市 7、特別区 23） 

② 調査方法：別添調査票を調査協力依頼文と

共に E-mail にて送付し、MS-Word 形式

ファイルの返信（E-mail または FAX）に

て回収した。データ集計には、Windows 10, 

MS-Office 2013 を用いた。 

③ 調査期間： 

平成２９年１月１３日～１月２７日 

④ 調査内容：設問総数は 5 で、医育機関であ

る大学（医学部）との連携・協働について

2問、社会医学系専門医制度について2問、

自由記載 1 問で構成した。 

 

Ｃ．結 果 

 回収率は 90.1%（128/142）であった。自治

体別では、都道府県 87.2%（41/47）、政令指定

都市 100%（20/20）、中核市 88.9%（40/45）、

政令で定める市 100%（7/7）、特別区 87.0%

（20/23）であった。なお、以下結果において、

「政令指定都市、中核市、政令で定めた市、特



別区」を「政令市等」と表記した。 

① 大学連携による公衆衛生医師派遣や医師

の人事交流：実施している都道府県は 7

（17.0%）のみで、複数実施している都道

府県は京都府のみであったが、13 都道府

県（31.7%）が「今後、行う予定」「検討

中」と回答した。 

② 大学との協働による公衆衛生医師の育

成・教育の機会の提供：行っている自治体

は都道府県で 4（9.8%）、政令市等で 16

（18.4%）のみであったが、公衆衛生医師

確保対策を担う都道府県においては「今後、

行う予定」「検討中」との回答が 28（68.3%）

におよんだ。 

③ 社会医学系専門医研修プログラム基幹施

設：都道府県の回答は、都道府県 19

（46.3%）、大学（医学部）2（4.9%）、都

道府県と大学の共同 8（19.5%）、決まっ

ていない 12（29.3%）であった。 

④ 社会医学系専門医制度の公衆衛生医師育

成及び確保への期待度：「とても期待する」

「期待する」が 29 都道府県（70.8%）、50

政令市等（57.4%）をしめる一方、「わか

らない」という回答も 11 都道府県

（26.8%）、30 政令市等（34.5%）あった。 

 

自治体調査結果概要 

 

Ｄ．考 察 

大学連携による公衆衛生医師派遣や医師の

人事交流を実施している都道府県は 7（17.0%）

のみで、複数実施している都道府県は京都府の

みであった。しかしながら、13都道府県（31.7%）

が「今後、行う予定」「検討中」と回答してお

り、社会医学系専門医制度 2-3)の創設もあり、

大学連携による公衆衛生医師派遣や医師の人

事交流が進むことが期待される。また、京都府

以外にも、政令市等である 5 自治体において、

大学連携による公衆衛生医師派遣や医師の人

事交流が複数実施されていることが明らかと

なり、今後、自由記載でも複数要望があるとお

り、様々な先行自治体の取組や好事例が情報共

有されるシステムの構築が望まれる。 

また、大学との協働による公衆衛生医師の育

成・教育の機会の提供を行っている自治体は、

4 都道府県（9.8%）、16 政令市等（18.4%）の

みであったが、公衆衛生医師確保対策を担う都

道府県においては「今後、行う予定」「検討中」

との回答が 28 都道府県（68.3%）におよび、

大学との協働による公衆衛生医師の育成・教育

の機会の提供も社会医学系専門医制度の創設

により、充実していくことが期待される。 

社会医学系専門医制度の公衆衛生医師育成

及び確保への期待度に関しては、「とても期待

する」「期待する」が 29 都道府県（70.8%）、

50 政令市等（57.4%）をしめる一方、「わから

ない」という回答も 11 都道府県（26.8%）、30

政令市等（34.5%）あった。社会医学系専門医

制度への期待は高いが、さらなる周知と共に、

今後、この専門医を取得した医師が公衆衛生分

野で活躍していくことが、今後の公衆衛生医師

の育成・確保につながっていくものと考えられ

る。 

 

Ｅ．結 論 

公衆衛生医師の育成及び確保における自治

体と大学連携の在り方を検討していくうえで、

現状を把握することを目的として、保健所設置

自治体調査結果

*政令市等： 政令指定都市、中核市、政令で定めた市、特別区

① 大学連携での
医師派遣
人事交流

② 大学協働での
公衆衛生医師
育成・教育

③ 社会医学系
専門医制度
への期待度

回収率 90.1%（128/142； 都道府県 41/47, 政令市等* 87/95）
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自治体を対象として大学連携に関する調査を

行った。①大学連携による公衆衛生医師派遣や

医師の人事交流を実施しているのは自治体、②

大学との協働による公衆衛生医師の育成・教育

の機会の提供を行っている自治体は限られて

いたが、「今後、行う予定」「検討中」との回答

した都道府県は、①医師派遣・人事交流：31.7%、

②育成・教育：68.3%におよび、社会医学系専

門医の創設もあり、今後、自治体と大学の連携

が進むことが期待される。 
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